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公示年 昭和43年 昭和52年 平成元年 平成10年
実施年 昭和46年 昭和55年 平成４年 平成14年
小学校１年 51歳 42歳 30歳 20歳
小学校６年 56際 47歳 35歳 25歳
表２　学習指導指導要領における特別活動週当たり配当時間の推移
公示年 昭和43年 昭和52年 平成元年 平成10年
小学校１～３年 １ １ １ １
小学校４～６年 １ ２ ２ １
表３　A小学校教員集団の年齢構成
年齢 35歳未満 35歳～ 50歳 51歳以上
男性 ２ ３ ２







































































































































































































































































































































































































































































































xii 文部科学省『平成 27 年度　学校基本調査』（http://
www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afi
eldfile/2016/08/12/1365622_2_1.pdf）参照
xiii 平成元年度小学校学習指導要領より現在まで特別活動
の目標等で用いられている用語である。
xiv『小学校学習指導要領解説　特別活動編』において計
画委員会は「学級会などの話合い活動が円滑に行われる
ための計画や準備」を行う組織として例示されている。
また前出のテキストでも詳細な指導内容が示されている
（『楽しく豊かな学級・学校生活をつくる特別活動』38頁）
xv 同上書40頁参照
xvi 浅野誠「指導力量を高めるために」『学校を変える学級
を変える』青木書店，1996年，82⊖100頁参照
xvii助言にあたって次の実践記録を参照した。坂本泰造『学
級の主人公は，ぼくらだ』明治図書，1982年
xviii 同上
xix 戦後生活綴方教育実践をここでは手がかりにした
xx 助期テキストでは議題選定において「児童に任せるこ
とができない内容」の事例として，以下の事例をあげて
いる。「個人情報やプライバシーに関わること　相手を傷
つけるような結果が予想されること　教育課程に関わる
こと　校内のきまりや施設・設備の利用に関わること　
金銭徴収に関わること　健康・安全に関わること」子ど
もの権利条約に基づく教育実践の潮流を見定めながら，
今後，このような「禁止」事項も検討されるべきであろう。

